
医 薬 第 ７ ７ １ 号

令和２年３月１２日

別紙関係団体の長 殿

岡山県保健福祉部長

覚醒剤原料の取扱いについて

このことについて、厚生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課長から

別添のとおり通知がありましたので、御了知のうえ、貴会関係者への周知徹底方

よろしくお願いします。

なお、本通知は岡山県庁ホームページ（下記アドレス参照）に掲載しますので、

念のため申し添えます。

記

通知掲載アドレス

http://www.pref.okayama.jp/site/361/



（別紙関係団体）

公益社団法人岡山県医師会長

一般社団法人岡山県歯科医師会長

公益社団法人岡山県獣医師会長

一般社団法人岡山県薬剤師会長

一般社団法人岡山県病院協会長

岡山県薬業協会長

岡山県医薬品卸業協会長

岡山県病院薬剤師会長



薬生監麻発 0311第２号 

令和２年３月 11 日 

   

   都 道 府 県 

各  保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

   特 別 区 

    

厚生労働省医薬・生活衛生局 

監視指導・麻薬対策課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

覚醒剤原料の取扱いについて 

 

「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の

一部を改正する法律」（令和元年法律第 63号。以下「改正法」という。）が令

和元年 12月４日に公布されるとともに、改正法第４条の規定による覚せい
、 、

剤

取締法の一部改正に関連した「覚せい
、 、

剤取締法施行規則等の一部を改正する省

令」（令和２年厚生労働省令第 15号）が本年２月 13日に公布されました。 

今般、別添「覚醒剤原料取扱者における覚醒剤原料取扱いの手引き」及び

「病院・診療所・飼育動物診療施設・薬局における覚醒剤原料取扱いの手引

き」を作成しましたので、指導・監督の際の参考にしてください。 

 また、今回の改正で、医薬品である覚醒剤原料（以下「医薬品覚醒剤原料」

という。）の取扱いが麻薬と同様になった点と改正後も麻薬と取扱いが異なる

点は別紙のとおりです。 

なお、平成 12年９月 29日付医薬麻第 1793号厚生省医薬安全局麻薬課長通

知「覚せい剤原料の取扱いについて」は廃止します。 

  



別紙 
 
【今回取扱いが同様となった点（下線部）】 

 
麻薬の取扱い 

（麻薬及び向精神薬取締法） 

医薬品覚醒剤原料の取扱い 

（覚醒剤取締法） 

携帯輸出

入 

許可を受けた場合、自己の疾病

の治療目的で携帯して輸出入

可能。 

許可を受けた場合、自己の疾病

の治療目的で携帯して輸出入可

能。 

所持 
患者が死亡した場合、相続人等

による所持可能。 

患者が死亡した場合、相続人等

による所持可能。 

返却 

患者、その相続人等から麻薬診

療施設や麻薬小売業者への返

却可能。 

患者、その相続人等から病院＊・

薬局等へ返却可能。 

＊ただし、返却できる病院・診療

所は、医薬品覚醒剤原料の交付

を受けた病院等に限る。 

譲渡 

大臣の許可を受けた場合には、

麻薬施用施設の開設者や麻薬

小売業者等が麻薬を、麻薬製造

業者等に譲り渡すことが可能。 

大臣の許可を受けた場合には、

病院・薬局等の開設者や往診医

師が品質不良等の医薬品覚醒剤

原料を、覚醒剤原料取扱者等に

譲り渡すことが可能。 

廃棄 

調剤済みの医薬品に限り、都道

府県職員の立会いなしに廃棄

可能。 

（廃棄後、都道府県知事への届

出が必要。） 

交付又は調剤済みの医薬品覚醒

剤原料に限り、都道府県職員の

立会いなしに廃棄可能。 

（廃棄後、都道府県知事への届

出が必要。） 

記録 

麻薬診療施設の開設者や麻薬

小売業者は帳簿を備え、必要事

項の記録義務あり。 

病院・薬局等の開設者や往診医

師は帳簿を備え、必要事項の記

録義務あり。 

注）覚醒剤原料取扱者等とは、覚醒剤原料輸入業者、覚醒剤原料製造業者、覚醒

剤製造業者、覚醒剤原料取扱者、覚醒剤原料研究者又は覚醒剤研究者をいう。 

 

  



 

【取扱いが異なる点】 

 
麻薬の取扱い 

（麻薬及び向精神薬取締法） 

医薬品覚醒剤原料の取扱い 

（覚醒剤取締法） 

免許・

指定 

医師等が麻薬を施用のために交付

するには、麻薬施用者の免許が必

要。 

医師等が医薬品覚醒剤原料を施用

のために交付する際、覚醒剤原料

取扱者等の指定不要。 

 
薬局で麻薬を調剤するには、麻薬

小売業者の免許が必要。 

薬局で医薬品覚醒剤原料を調剤す

る際、覚醒剤原料取扱者等の指定

不要。 

返却の

相手 

患者、相続人等が返却できるのは、

麻薬診療施設か麻薬小売業者の

み。 

患者、相続人等が返却できるのは、

薬局又は当該医薬品覚醒剤原料の

交付を受けた病院等のみ。 

譲受後

の届出 

患者、相続人等からの返却によっ

て麻薬を譲り受けた場合、廃棄後

に「調剤済麻薬廃棄届」の届出が

必要。 

患者、相続人等からの返却によっ

て医薬品覚醒剤原料を譲り受けた

場合、譲受後速やかに「交付又は

調剤済みの医薬品である覚醒剤原

料譲受届出書」による届出を行う

とともに、廃棄後に「交付又は調

剤済みの医薬品である覚醒剤原料

廃棄届出書」による届出が必要。 

保管 

保管は、麻薬以外の医薬品（覚醒

剤を除く。）と区別し、鍵をかけた

堅固な設備内にて行う。 

保管は、鍵をかけた場所において

行う。 

 

 

 


